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【凡例】

1 作成の根拠

1)地方自治法の「普通地方公共団体の長は、前項の規定により監査委員の審査に付した決算を監査

委員の意見を付けて次の通常予算を議する会議までに議会の認定に付さなければならない。」 (第

233条第 3項)と する規定に基づき、会計ごとに決算書を作成しています。

2)決算書は「一会計年度内の予算執行の結果の確定金額をまとめて掲載したもの」です。したが

って、一年間の施策の成果を具体的に説明するために、主要な施策の成果を説明する書類 (第 233

条第 5項)と して主要事業の成果のほか、決算の概要と特徴等や財政指標 (※ 1)等に基づく決

算分析 (※2)や決算統計 (※3)を「決算の概況」に掲載しています。

3)個別の事務事業の成果等を具体的に説明する資料として「事業別決算説明」を作成しています。

2 主な用語解説

1)財政指標 (※ 1)

財政状況を判断するために、決算額を基に収支構造などを明らかにして、年度比較や他の自治体

との比較を可能にします。

2)決算分析 (※ 2)

決算は予算の執行を通じて、福祉、教育などの行政目的が効率的かつ効果的に達成されたか否か

を判断する資料であり、歳入、歳出及びその収支構造を中心に、経常収支比率などの財政指標など

を定量的に増減分析 (普通会計決算の類似団体比較、決算状況表)や弾力性分析 (経常収支比率、

実質公債費比率)、 将来にわたる実質的な財政負担を見る堅実性分析 (将来負担比率、市債の借入

先別・利率別現在高、年度別償還表、基金残高)な どを行い、他の地方公共団体との比較や過去の

決算との比較によつて財政状況を明らかにします。また、その結果を次年度以降の予算の編成や執

行に活用していきます。

3)決算統計 (※ 3)

地方公共団体の財政運営の基本的事項は地方自治法等に定められていますが、具体的な運用はそ

れぞれの団体の自主性に委ねられていることから、他の団体との比較ができるように全国統一の計

数処理基準で整理することを「決算統計 (地方財政状況調査)」 と呼びます。

予算・決算での分類           決算統計での分類

一般会計 普通会計

国民健康保険特別会計など残りの全ての特別会計 公営事業会計



【主な財政指標】

実質収支比率

赤字比率

【意味】

実質収支 (歳入歳出差引額から翌年度へ繰り越すべき財源を控除した額)の標準財政

規模※1に封する割合。

実質収支が赤字の場合は赤字比率とも表現する。

【求め方】
((歳入総額一歳出総額)一 翌年度へ繰り越すべき財源)/標準財政規模X100

※1標準財政規模 :安定的に収入される見込みの一般財源の額 (標準税収入額等+普通交付税額)
+臨時財政対策債発行可能額

実質赤字比率

※ 封象

一般会計等

実質的な赤字の標準財政規模に対する割合で、財政健全化法
※2に基づく是正措置の判

早期健全化基準=11.25～ 15.0%、 財政再生基準=20.0%

※2財政健全化法=地方公共団体の財政の健全化に関する法律 (H19)

【求め方】
(繰上充用額※3+支払繰延額※

3+事業繰越額※3)/標準財政規模X100

※3繰上充用額 :不足財源を補うため繰り上げて使用する翌年度歳入額

支払繰延額 :財源不足のため支払を翌年度に繰り延べた金額

事業繰越額 :財源不足のため事業実施を翌年度に繰り延べた金額

【意味】

断指標。

全ての会計を姑象とした実質赤字 (又は資金不足額)の標準財政規模に姑する割合で、

早期健全化基準=16.25～ 20.0%、 財政再生基準=30.0%

【求め方】
{(一般会計又は特別会計の実質赤字額又は資金不足額)一
実質黒字額又は資金剰余額))/標準財政規模×100

【意味】

財政健全化法に基づく是正措置の判断指標。

(一般会計又は特別会計の

連結実質赤字比率

※ 封象

一般会計等 +公営

事業会計 (公営企業

会計含む)

一般会計等が負担する市債の元利償還金及びそれに準ずる償還金の標準財政規模を

基本とした額に姑する割合で、財政健全化法に基づく是正措置の判断指標。

早期健全化基準=25,0%、 財政再生基準=35.0%、 起債許可団体となる基準=18.0%

【求め方】※本文では詳細な算出式を掲載している。

(元利償還金及びそれに準ずる償還金― (償還用特定財源+元利償選金及びそれに準ず
る償還金に係る基準財政需要額算入額

※4)}/(標準財政規模一元利償還金及びそれ
に準ずる償還金に係る基準財政需要額算入額)× 100  の 3か年平均

※4基準財政需要額 :普通交付税の算定に当たつて、道路整備、教育、福祉などの行政を合理的か

つ妥当な水準で行うために必要な一般財源の合計額  算式=単位費用×測定単位×補正係数

【意味】実質公債費比率

※ 対象

一般会計等 +公営

事業会計 (公営企業

会計含む)十一部事

務組合・広域連合



将来負担比率

※ 封象

一般会計等 +公営

事業会計 (公営企業

会計含む)十一部事

務組合・広域連合+

第ニセクター

【意味】

一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とした額に対する

割合で、財政健全化法に基づく是正措置の判断指標。

早期健全化基準=350.0%

【求め方】

(将来負担額※
5_(充 当可能基金額+特定財源見込額+地方債現在高等による基準財政

需要額算入見込額))/(標準財政規模―元利償還金及びそれに準ずる償還金に係る
基準財政需要額算入額)× 100

※5将来負担額の内容 :地方債現在高、債務負担行為に基づく支出予定額、第ニセクターの負債額、

連結実質赤字額 等

【意味】

公営企業ごとの資金の不足額の事業規模に紺する割合で、財政健全化法に基づく公営

企業の経営健全化の判断指標。

経営健全化基準=20.0%

【求め方】

資金の不足額/事業の規模×100

資金不足比率

※ 紺象

公営企業会計

【意味】

人件費、扶助費、公債費等の経常経費に、市税、地方交付税、地方譲与税などの経常

一般財源がどの程度使われているかを示す割合。新たな事業や事業の拡充にどの程度紺

応できるか、ヤ`わゆる財政の弾力性を示しており、低いほどよい。

【求め方】

経常経費充当一般財源等/(経常一般財源収入額+減収補填債 (特例分)+臨時
財政封策債)× 100

経常収支比率

自主財源比率 【意味】

自主的に収入しうる財源として、市税、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産

収入、寄附金、繰入金、繰越金、諸収入の合計額の全収入額に封する割合。この比率が

高いほうが、自主性と安定性が高く、企業誘致、新産業振興、観光振興などの税源涵養

策によつて自主財源の確保を図つている。

【求め方】

市税、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金、

諸収入の合計額/全収入額×100

財政力指数 【意味】

標準的な水準の行政を行う財源の状況を示す。 1を超えると余裕財源が多く、普通

交付税が交付されない。1を下回つていると、財源不足を補うために普通交付税が交付

される。

〔求め方】
基準財政収入額/基準財政需要額
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令和 4年度  決算の概況

〔注〕 文中、表示単位未満を省略。このた

め各数値の合計額又は差引額と総額と

は合わない場合があります。

はじめに

令和 4年度における我が国の経済は、コロナ禍からの社会経済活動の正常化が進み、企業
の設備投資が堅調に推移するなど、緩やかな持ち直しが続いた一方、ウクライナ情勢等の影

響により、エネルギーや食料、原材料価格の高騰に直面し、また、影響の長期化による世界

的な景気後退が懸冶材料となりました。

市内経済においても、感染症の影響が公々に弱まり、消費活動の回復などにより、緩やか

な改善が見られたものの、国の動向と同じく物価高騰の影響を受け、足元では先行きが不透

明な状況が続きました。また、雇用については、様々な業種において慢性的な人手不足が続

きました。

このような状況に対し、市では、引き続きワクチン接種を始めとした感染予防対策に取 り

組みながら、コロナ禍により落ち込んだ市内経済の回復やアフターコロナを見据えた経済活

性化に資する支援を行つたほか、物価の高騰により影響を強く受ける所得の少ない世帯や子

育て世帯、並びに事業継続に取り組む中小企業者や農業者等に対し、国・県が講じる各種制

度に加えて市独自の支援を行い、負担の軽減に取り組みました。

一方、市政運営においては、「暮らしやすく、希望あふれるまち」の実現に向けて、「市民起

点のまちづくり」と「上越らしい暮らしの確立」の基本方針の下、5つの視点に基づき、各事

業を始め、8つの政策と人事改革に係るプロジェクトに取り組んだほか、令和 5年度以降の

まちづくりの総合的な指針となる第 7次総合計画を策定するとともに、その下支えや財源の

裏付けとして、第 7次行政改革推進計画、第 3次財政計画及び第 4次定員管理計画を策定し

ました。

以下、令和 4年度の決算の概要について説明します。

1 令和 4年度の財政環境
…コロナ禍からの社会経済活動の回復を着実に進めるとともに、物価の高騰などに伴う景気

の下振れリスクに対応

国は、令和 4年度に向けた経済財政運営と改革の基本方針、いわゆる「骨太の方針」にお
いて、日本経済をデフレに後戻りさせず、経済の好循環を加速

。拡大させるため、感染症の

経済的な影響に対し、引き続き重点的・効果的な支援策を講じ、事業の継続と雇用の確保、

生活の下支えに万全を期した上で、経済全体の生産性を高め、賃金の継続的な上昇を促すと

の考えを示しました。

また、令和 4年度の経済見通しについて、令和 3年 11月 に策定した「コロナ克月睫。新時代

開拓のための経済対策」の迅速かつ着実な実施等により、実質GDP成 長率は 3.2%程度、名
目GDP成 長率は 3.6%程度と見込み、公的支出による経済下支えの下、消費の回復や堅調な
設備投資に牽引される形で、民需主導の自律的な成長と「成長と分配の好循環」の実現に向

-1-



けて着実に前進していくとしました。

こうした見通しの下、国の令和 4年度当初予算は、経済対策に基づく令和 8年度補正予算

と一体的に 「16か月予算」として編成し、医療提供体制の確保、ワクチン接種体制の整備な

どの感染症拡大防止に取り組むとともに、「科学技術立国の実現」、「デジタル田園都市国家構

想の実現」、「経済安全保障の推進」を柱とした成長戦略と、給与引上げや人への投資の推進

を始めとした分配戦略で構成された、「成長と分配の好循環」による「新しい資本主義」の実

現を図るほか、公共事業関係費を前年度と同規模確保し、防災・減災、国土強靱化への重点

化を推進する内容となりました。

また、地方財政計画における歳入歳出規模は、通常収支分が前年度に比べ 0.9%増 の 90兆

5,918億円に、また、通常収支分の一般財源総額は、前年度比 1.1%増の 63兆 8,635億円と

なつたほか、地方交付税等の一般財源総額は、前年度比で微増の 62兆 135億円となり、令和

3年度を上回る地方一般財源総額が確保されました。

これらの動向を踏まえ、当市の令和 4年度当初予算は、国の令和 3年度補正予算で措置さ

れた財源を活用して令和 3年度補正予算と一体的に編成し、市民生活を支える基礎的な行政

サービスの確保と充実を最優先とした上で、コロナ禍における感染予防姑策や事業継続支援、

アフターコロナを見据えた支援など所要の対策や、人口減少等の諸課題への対応に取り組む

ものとしました。

その後の予算執行の過程においては、ウクライナ情勢の影響等による物価の高騰に直面し、

市民生活や経済活動が厳しい環境に置かれている状況を踏まえ、所得の少ない世帯や子育て

世帯、中小企業者等に対する支援を行 うため 7回に渡つて補正予算を編成 し、国の「コロナ

禍における『原油価格
。物価高騰等総合緊急対策』」を始めとした累次の物価高騰対策に係る

財源を活用 しながら、市独自の支援を追加 して機動的に対応したほか、大雪により不足が生

じた市道の除排雪経費を適時に措置するなど、市民の命と暮らしを守ることを最優先に市政

運営に当たりました。

なお、これら補正予算の対応に際して、財源不足を補 うために財政調整基金を活用したこ

とから、令和 4年度末の財政調整基金残高は、前年度末に比べ 10億 8,375万円減少し、75億

9,859万円となりました。

2 令和 4年度の行政運営のあらまし
(1) 5つ の視点に基づく取組及び第 7次総合計画の策定
・・・「暮らしやすく、希望あふれるまち」を目指し、5つの視点から各種の取細を推進するとと

もに、新たなまちづくりの羅針盤となる第 7次総合計画を策定

令和 4年度の市政運営においては、直面する人口減少やコロナ禍の影響、脱炭素社会への

転換など、当市を取り巻く社会経済環境が急速に変化する中にあつても、市民の生活の質を

着実に高め、若者が帰つてきたくなるような、「暮らしやすく、希望あふれるまち」を将来に

渡つて実現するため、「生活の質の向上」、「共創の推進」、「地域の魅力の最大化」、「復元力・

再起力の強化」、「循環共生社会の構築」の 5つのまちづくりの視点を掲げ、各種の取組を展

開しました。

あわせて、その推進に向け、8つの政策と人事改革に係るプロジェクトを公約に基づき実行

に移 しました。

こうした未来志向のまちづくりを総合的かつ計画的に推進していくため、各政策分野にお

ける取組を評価検証するとともに、市民の声アンケー トや意見交換会等を通じて、市民の皆

様の思いを汲み上げながら、目指すまちの将来像や取組の方向性を体系的に取 りまとめ、令

和 5年度を初年度とする第 7次総合計画を策定しました。

加えて、新しい総合計画のスター トに向け、各基本目標や重点テーマに基づく新規・拡充

の取組を検討し、令和 5年度の予算事業に反映しました。
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(2) 行政改革の取組及び第 7次行政改革推進計画の策定
・"「人づくり、組織づくり」と『健全財政の維持」を基盤とし各種取組を推進するため第 7次

行政改革推進計画を策定

令和 4年度の行政改革の取組については、第 6次行政改革推進計画の最終年度として、引

き続きPDCAサ イクルによる進捗管理を行いながら推進しました。第 6次計画の計画期間
4年間全体では、5つの基本方策のうち、「行政運営手法の見直し」、「歳入確保の推進」、「効

果的・効率的な組織体制の推進」の 3つについては目標をほぼ達成した一方、コロナ禍の影

響などにより、「公共施設の適正管理の推進」と「第ニセクター等の経営健全化の推進」の取

組は目標が未達成となりました。

これからの市政運営に当たつては、不確実性が高い時代の到来、人口減少
。少子高齢化の

進行、デジタル化の進展などの社会経済情勢に姑応しつつ、第 7次総合計画に基づく未来志

向のまちづくりの着実な推進と基礎的な行政サービスの確実な提供を行 うため、引き続き健

全な財政運営を図りつつ、経営資源の根幹である「人 (職員)」 の育成や、職員が意欲的にそ

の能力を発揮できる「組織」の強化に重点的に取り組む必要があります。このため、「人づく

り、組織づくり」と「健全財政の維持」が車の両輪となつて市政運営の基盤としてよリー層

機能するよう、各種取組を推進するための指針として、令和 12年度までの 8年間を計画期間

とする第 7次行政改革推進計画を策定しました。推進に当たつては、デジタル技術の積極的

な活用により効率的な業務執行や利便性の高いサービスの提供を実現する「スマー ト市役所」

への転換の視点を持つて取り組むこととしています。

このほか、政策形成能力の向上と良質な行政サービスの提供、職員が持てる能力を存分に

発揮できる組織・執行体制の構築を総合的に推し進めていくため、人事改革の方針を策定す

るとともに、今後の行財政運営の基盤強化を図るため、第 3次財政計画、第 4次定員管理計

画をそれぞれ策定しました。

3 決算の概要及び特徴
…アフターコロナヘの備えと累次の物価高騰対策の実施

令和 4年度一般会計当初予算は、市民生活を支える基礎的な行政サービスの確保と充実を

最優先としつつ、感染予防対策やアフターコロナヘの備えなど、コロナ禍を受けた所要の姑

策及び人口減少等の諸課題への対応を主眼に、977億 8,239万 円で編成しました。

その後、物価の高騰に伴 う生活者支援や事業者支援のための累次の対策や、大雪により不

足が生じた市道の除排雪経費の追加措置など、合計 11回に渡る補正予算を編成した結果、予

算総額は 1,144億 1,035万円となりました。

以下、決算の概要及び特徴等について、一般会計を中心に前年度決算額と対比して説明し

ます。

(1)歳 入決算
…市税は 10.8億円日3.6%増、実質的な普通交付税は 8.4億円日3.6%減、国庫支出金は 28.6

億円 H15.3%減、歳入総額では 2.9億円 日0。 39も増
一般会計の主な歳入のうち、市税は、前年度と比べて 8.6%、 10億 8,801万 円増の 3H億
6,900万円となりました。

税目別の現年課税分において、市民税の個人市民税は、総所得金額の増加により、1.2%増

の 92億 7,597万円となりました。また、法人市民税は、大手事業所の申告納税額の増加によ

り、法人税割が 20.5%増の 25億 9,187万円となりました。

固定資産税のうち土地は、地価下落の影響から 1.1%減の 34億 7,143万円となり、家屋は、

新 。増築分の増加により、8.7%増の 56億 9,095万円となりました。また、償却資産は、大

手事業所の新規投資が増加したことから、0。 5%増の 62億 2,668万円となりました。
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国有資産等所在市町村交付金は、既存資産の減価償却により、3.2%減の 4,120万円となり

ました。

軽自動車税のうち環境性能割は、登録台数が増加したことから、74.8%増の 6,657万 円と

なり、種別割は税率の高い軽四輪乗用車が増加 したことから、3。 1%増の 7億 1,002万 円とな

りました。

市たばこ税は、税率引上げにより、3.3%増の 12億 9,080万 円となりました。

入湯税は、入湯客数が増加したことから、15。 2%増の 2,191万円となりました。

都市計画税は、新・増築家屋分が増加したことから、4。 9%増の 10億 7,406万 円となりま

した。

地方譲与税は、森林環境譲与税の増などにより、0,5%増の 10億 7,823万円となりました。

利子割交付金は、51。 2%減の 817万円となりました。また、配当割交付金は、株式の配当

等が減少したことから、14.7%減の 1億 1,882万円となつたほか、株式等譲渡所得割交付金

は、譲渡所得が減少したことから、43.8%減の 8,253万 円となりました。

法人事業税交付金は、交付基準の見直しにより、1.0%減の 5億 2,882万円となりました。

地方消費税交付金は、コロナ禍で落ち込んだ消費活動の回復や物価高騰の影響などにより、

2.9%増の 48億 6,887万 円となりました。
ゴルフ場利用税交付金は、0.4%減の 2,226万 円となりました。

環境性能割交付金は、新車販売台数の減少などにより、1.1%減の 7,381万 円となりまし

た。

地方特例交付金は、新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補填特別交付金のうち、中

小事業者等に対する固定資産税等の軽減措置への補填が終了したことなどにより、67.4%減

の 2億 1,252万 円となりました。

地方交付税は、5億 1,366万円、2.1%減の 240億 4,003万円となりました。
このうち、普通交付税は、基準財政需要額が臨時財政対策債償還基金費の皆減により減少

するとともに、基準財政収入額が市税などを中心に増加 したものの、国の税収の増加等に伴

い、臨時財政対策債への振替額が大幅に減少したことから、前年度に比べて、4億 43万円、

2.0%増の 207億 87万円となりました。なお、普通交付税と臨時財政対策債を合算した、い

わゆる「実質的な普通交付税」では、8億 4,726万円、3.6%減の 227億 9,337万円となりま

した。

また、特別交付税は、除排雪経費の減少などにより、21.5%減の 38億 3,965万円となりま

した。

交通安全対策特別交付金は、7.5%減の 2,019万円となりました。

分担金及び負担金は、私立保育所利用者負担金の減などにより、20.1%減の 2億 7,186万

円となりました。

使用料及び手数料は、公立保育所使用料の減などにより、6.6%減の 15億 5,967万円とな

りました。

国庫支出金は、子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金、新型コロナウイァレスフクチン接

種に係る負担金及び補助金等が減となつたことなどにより、15,3%減の 158億 2,323万円と

なりました。

県支出金は、認定こども園施設整備事業補助金、私立保育所等施設型給付費負担金の増な

どにより、7,9%増の 79億 7,124万 円となりました。

財産収入は、名立白山住宅団地などの売却を進めましたが、高額な契約の成立案件がなく、

41.2%減の 2億 9,028万 円となりました。

寄附金は、196.2%増 の 1億 2,778万 円となりました。このうち、ふるさと上越応援寄附金

については、返礼品を拡充した結果、9,158万円、557.3%増の 1億 796万円となり、当市の

魅力発信と市内産業の振興に寄与しました。

繰入金は、財政調整基金繰入金の増などにより、44.3%増の 37億 7,001万円となりまし
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た。

繰越金は、14億 2,396万 円、29,6%増の 62億 4,141万円となり、ここから繰越事業費に充

当する財源を除いた純繰越金は、47億 8,460万 円となりました。

諸収入は、経営改善支援資金貸付金や住宅建築等促進資金貸付金など市制度融資貸付金の

減額に伴う貸付金元利収入が減となつたことから、18。 5%減の 33億 6,681万円となりまし

た。

市債は、臨時財政対策債が 12億 4,770万 円の減となりましたが、第ニセクター等改革推進

債の借換により借換債が 29億 2,702万円増加したことなどから、9.8%増の 99億 1,783万円

となりました。

一般会計の収入未済額は、4.7%減の 12億 1,865万 円となりました。

収納率向上の取組としては、現年課税分の期限内納付を促したはか、きめ細かな納税相談

などにより滞納案件の早期対応・早期解消に努めるとともに、納税意識の希薄な滞納者に対

しては、厳正な滞納処分を実施しました。

なお、一般会計全体では、9,881万円を不納欠損として、地方税法等に基づき処分しまし

た。

(2)性 質別歳出決算 (一般会計決算であり、決算統計における普通会計数値とは異なる)
…公債費は 34.5億円□24.2%増、補助費等は 8.2億円日5.6%増、扶助費は 17.8億円日9.1%

減、普通建設事業費は 10,4億円 日11,2%減、歳出総額では 5.3億円・0.59もの増、実質単年

度収支は 1.7億円の赤字

歳出決算を性質別に見ると、義務的経費では、人件費において、公立保育園の民間移管に

より会計年度任用職員数が減となつたものの、期末手当に係る支給月数の段階的引上げ及び

消防団員報酬の制度見直しなどにより、3,018万円、0。 2%の増となりました。また、扶助費

は、住民税非課税世帯や子育て世帯等を対象とした、感染症対策に係る国の各種給付金の規

模が縮小したことなどにより、17億 8,436万 円、9.1%の減となりました。公債費は、第ニセ

クター等改革推進債の借換及び償還により、34億 5,724万 円、24。 2%の増となりました。

投資的経費では、普通建設事業費が 10億 4,163万円、11.2%の減となりました。また、災

害復旧事業費が令和 3年 5月 の地すべりにより被災した林道中ノ俣線の復旧工事の増などに

より、3,212万円、10.0%の増となりました。

その他の経費では、物件費が、公共施設における電気料金、ガス料金等の高騰などにより、

1億 1,401万 円、0。 8%の増となりました。また、維持補修費が、市道除り,雪経費の減少など

により、8億 4,203万 円、15.0%の減、補助費等が、物価高騰対策としてエネルギー価格等高

騰支援金を支給したことなどにより8億 2,260万円、5,6%の増となりました。

このほか、繰出金は、後期高齢者医療特別会計や診療所特別会計への繰出金の増などによ

り、1,144万 円、0。 2%の増、投資及び出資金、貸付金は、市制度融資預託金の減などにより、

4億 6,132万円、26,1%の減となりました。

以上の結果、一般会計の決算額は、

歳入総額

歳出総額

1,115億 9,007万 円 (前年度比 0,3%増 )

1,055億 9,628万 円 (前年度比 0.5%増 )

となり、歳入歳出差引は 59億 9,379万円で、ここから令和 5年度へ繰 り越すべき財源 2億

9,590万円を差し引いた実質収支は 56億 9,788万円となりました。さらに、財政調整基金積

立金及び繰入額を加味した実質単年度収支は、前年度に比べて 13億 1,146万 円減のマイナス

1億 7,046万円となりました。

実質単年度収支が前年度と比べ減少した主な要因は、第ニセクター等改革推進債の借換に
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際し、将来負担の軽減を目的として、令和 3年度決算剰余金の一部を活用し、約 16億円を借

換えせずに償還しましたが、制度上、これが繰上償還ではなく定時償還の扱いとなつたため、

実質単年度収支を算定する上で収支改善要素として計上できなかつたことによるものと分析

しています。

財政調整基金については、地方財政法第 7条の規定に基づき、令和 3年度決算乗J余金の二

分の一相当額など、23億 9,247万 円を積み立てましたが、令和 4年度当初予算のほか、専決

予算を含む累次の補正予算の編成で生じた財源不足を補 うため、34億 7,623万円を取り崩し

ました。その結果、令和 4年度末の財政調整基金残高は、前年度末に比べ 10億 8,375万円減

少し、75億 9,859万円となりました。

また、市債の令和 4年度末残高は、第ニセクター等改革推進債の償還を進めたほか、市債

の発行を抑制したことなどから、前年度末に比べ 74億 3,484万 円減の 1,126億 7,000万円と

なりました。このうち、通常分の市債残高は前年度末に比べ 57億 62万円減の 697億 2,489

万円となりました。なお、市債残高 1,126億 7,000万円のうち交付税措置分を除いた実質負

担額は 303億 2,046万円となりました。

一般会計歳出における執行残額のうち、令和 5年度への繰越額を除いた額は、予算額の

5。 8%に相当する 60億 5,524万円となりました。内訳は、各種支援制度や市道除排雪委託料

等において実績が見込みを下回つたほか、経費節減、入札差金などにより、負担金、補助及

び交付金で 22億 8,689万円、委託料で 16億 818万円、需用費で 4億 5,498万円などとなつ

ています。このほか、款別歳出決算に係る前年度比較は、21ページに記載のとおりとなりま

した。

また、国民健康保険、病院事業、下水道事業、ガス事業、水道事業などの特別会計は、9会

計を合わせて

歳入総額

歳出総額

809億 5,403万 円 (前年度比 2。 3%増 )
849億 3,630万 円 (前年度比 1.9%増 )

となりました。なお、公営企業会計における資本的収支の不足額については、損益勘定留保

資金などで補填しました。

(3) 財政指標による決算分析
…財政健全化 4指標は全ての比率で早期健全化基準を下回る。前年度との比較で、実質公債

費比率、経常収支比率が上昇、将来負担比率が低下

財政健全化判断比率は、4つの指標全ての比率が令和 4年度においても警戒ラインとなる

早期健全化基蜂を下回りました。

実質赤字比率と連結実質赤字比率は、一般会計等決算及び公営事業会計の特別会計との連

結決算がいずれも黒字であることから、該当比率は生じていません。

実質公債費比率は、第ニセクター等改革推進債の一部を借換せず償還したものが定時償還

の扱いとなつたことに伴い、元利償還金が 15億 4千万円余り増加したことなどにより、前年

度の 10.6%か ら0,6ポイント上昇し、11.2%と なりました。
一方で、将来負担比率は、第ニセクター等改革推進債の償還を前倒して進めたことなどに

より、市債の元金償還額が新規発行額を上回つたことから、将来負担額が減少し、前年度の

67.9%か ら6.5ポイント低下し、61.4%と なりました。

なお、ガス、水道などの公営企業会計において資金不足がなかつたことから、資金不足比

率は生じていません。
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次に、財政構造の弾力性の判断基準となる経常収支比率は、前年度と比べて 4.4ポイント

上昇し94.6%と なりました。これは、本比率を算出する際の「分母」となる経常一般財源等

収入額が、実質的な普通交付税で約 8億 5千万円減少するなど、「分母」全体で 0.3%、 1億

7,598万円減少した一方、「分子」となる経常経費充当一般財源において、公債費が、第ニセ

クター等改革推進債に係る償還額の増などにより約 15億 6千万円増加したほか、維持補修費

が市道除排雪経費に係る特定財源の減少などにより約 5億 1千万円増加し、「分子」全体で
4.6%、 24億 9,177万円の増となつたことによるものです。

4 主要事業の成果
始めに、目指すまちの姿に掲げた「暮らしやすく、希望あふれるまち」の実現に向けて重

要と考える 5つの視点に基づく取組について、実施内容と成果の概略を説明します。

【5つの視点に基づく取組】
一つ目の視点である「生活の質の向上」では、誰一人取り残されることなく、市民一人一

人の希望がかない、自分らしい暮らしができるまちを目指した取組を進めました。

福祉の取組では、福祉関係施策を総合的に推進するため、当市の地域福祉の在 り方を定め

た第 3次地域福祉計画を策定したほか、地域の総合相談窓口である地域包括支援センターに

おいて、高齢者や障害のある人、生活困窮者等からの相談に対し、医療
。福祉の関係機関と

連携を図りながら、必要な支援につなげました。

また、障害のある人を地域全体で支える仕組みを強化するため、市内 4か所の地域生活支

援拠点運営事業所が連携し、困難なケースヘの対応や緊急受入体制の強化、専門的人材の育

成などを進めるとともに、障害福祉サービス事業所において、強度行動障害を有する利用者

への適切な支援方法について専門家から指導や助言を受ける取組を支援しました。

あわせて、これまで 18歳未満の軽 。中等度難聴児を対象に実施していた補聴器の購入補助

について、対象者を全年齢に拡大するなど、障害のある人の経済的負担の軽減を図るととも

に、自立や社会参加を支援しました。

さらに、高齢者福祉の推進に向け、住民組織が行 う地域支え合い事業等の介護予防の取組

や、高齢者の生きがいづくりや健康づくりを進めたほか、地域や事業者の協力を得て、ひと

り暮らし高齢者等の見守り活動に取り組みました。

このほか、犯罪被害者等の気持ちに寄り添い、被害からの早期回復を促すため、見舞金の

支給制度を創設しました。

子育ての取組では、産科医療機関における産後の健康診査を助成するとともに、産後に心

身の不調等がある人に対して助産師による訪問型産後ケア等を実施するなど、妊娠期から子

育て期に渡る切れ目のない支援を通じて、産後うつや虐待の予防等を図りました。

また、子どもの遊びと保護者同士の交流の場を提供するこどもセンター等において、新た

に、生後 2か月から 5か月までの乳児の保護者を対象とした相談や情報交換の機会を設け、

保護者の子育ての不安感や孤立感を軽減し、安心して子育てができる環境整備を進めました。

さらに、仕事と育児を両立し、安心して働くことのできる環境づくりを推進するため、保

育園等で体調不良となつた児童を保護者に代わつて迎えに行き、医療機関での受診後に病児

保育室で一時的に保育を行 う体制とともに、地域の子育て援助活動であるファミリーサポー

トセンター事業において、集団保育等が困難な病児の預かりを行う体制を整えました。

あわせて、子育て世帯の経済的負担を軽減するため、市独自の保育料等の軽減措置を継続

して実施するとともに、2歳児における保育料の軽減措置の対象を拡充したほか、妊婦や子育

て世帯を応援するため、妊娠・出産・育児関連用品の購入や子育て支援サービスの利用等に

対する経済的支援として、妊娠時と出産後にそれぞれ 5万円を支給しました。

このほか、保育園の適正配置等に係る第 4期の計画策定に向け、公立保育園等の保護者を
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姑象に実施したアンケー ト結果を踏まえ、今後の適正配置の方向性と課題を整理した上で、

計画の基本方針として、「安心して子育てができ、持続可能な保育環境を整える」ことを定め

ました。

健康・医療の取組では、生活習慣病の発症と重症化予防を図るため、コロナ禍前の健康診

査の日時 。会場をあらかじめ指定する方式に戻して受診勧奨を強化し、受診率の向上を図り

ました。

また、子宮頸がんワクチン接種の勧奨の再開を受け、小学 6年生から高校 1年生相当まで

の人と、再開までの間に接種できなかつた人への接種勧奨を行うとともに、希望する人が確

実に接種できるよう、必要な体制を整えました。

さらに、上越地域医療センター病院において、地域医療の充実と良質な医療サービスの提

供に向けて、医師等の人材確保に加え、電子カルテシステムの整備を進めるとともに、院内

に設置した地域包括支援センターや障害者相談支援事業所の機能を生かし、医療・介護・福

祉の連携を図りながら、在宅医療支援に取り組んだほか、新上越斎場の整備では、令和 6年

12月 からの供用開始を目指して設計業務を進めました。

教育の取組では、算数 。数学、英語の学力向上に向けて、研修会や訪問指導等による教員

の指導力強化を図るとともに、インクルーシブ教育の理念に基づく子どもたちの能力や特性

に合わせた指導の充実のための教育補助員や介護員の増員及びLD通級指導教室の開設、日
本語の習得に支援を必要とする児童生徒の指導に当たる講師の派遣など、教育環境の充実に

向けた取組を推進しました。

また、経済的理由によつて就学が困難な児童生徒に対する学用品費等の援助対象にオンラ

イン学習通信費を追加 したほか、私立高等学校に在学する生徒の保護者に対し、所得に応 じ

て学費の助成額を引き上げることにより、経済的負担の軽減を図りました。

さらに、スポーツ推進委員による地域スポーツの普及促進のほか、上越市スポーツ協会や

総合型地域スポーツクラブとの連携による各種スポーツ団体の活動支援などに取 り組み、市

民のスポーツ活動を推進しました。

あわせて、えちご 。くびき野 100 kmマ ラノンを 6年ぶりに開催し、全国各地から参加され

たランナーと市民との交流・触れ合いを通じて、スポーツや地域の魅力を市内外に発信しま

した。

このほか、教育に関する施策の根本となる新たな教育大綱「わくわくを未来へ」とともに、

市民の生涯にわたる学びを推進し支える取組の計画となる第 3次総合教育プランを策定しま

した。

二つ目の視点である「共創の推進」では、各主体が手を取り合い、共に新たな価値を生み

出していくまちを目指した取組を進めました。

ひとづくり。地域づくりの取組では、男女共同参画の推進を図るため、市民や事業者に向

けた講座の開催や情報紙の発行などを通じて意識啓発に取り組むとともに、令和 5年度を始

期とする第 4次男女共同参画基本計画を策定しました。

また、市民の差別を許さない人権感覚や差別解消の意識を高めるため、地域や企業を対象

とした研修会等を行 うとともに、広島平和記念式典への中学生の代表生徒 8人の派遣や平和

展の開催により、戦争の悲惨さや平和の尊さを考える機会を提供しました。

加えて、外国人市民が安心して暮らせる環境づくりとして、市役所の窓口等における多様

な言語によるコミュニケーションを支援するため、タブレット端末等を利用した 「三者間通

訳サービス」を導入したほか、暮らしの中で最低限必要な日本語を習得できるよう、
「生活日

本語教室」を開催しました。

さらに、地域の課題解決と活力向上を図るため、地域の実情に合った取組を更に推進 して
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いく仕組みとして「地域独自の予算」の制度の検討を進め、令和 5年度からの導入につなげ

るとともに、他の自治体の事例調査を通じて地域自治の推進に向けた今後の方策について検

討したほか、地域活動支援事業では、地域協議会が自主的審議に集中できる環境づくりを行

いながら、地域住民による自発的・主体的な取組を支援しました。

あわせて、地域において年間を通じた仕事を創出し、担い手を確保するため、国の特定地

域づくり事業協同組合制度を活用し、清里区の農業法人等が発起人となつて設立した
「星の

清里協同組合」が行 う労働者派遣等の事業を支援しました。

このほか、まちなか居住の推進に向け、立地適正化計画に基づき、高田地区において、良

好な居住環境の整備やまちの魅力向上に資するモデル事業を実施したはか、直江津地区にお

いて、地域住民との意見交換を踏まえ、当地区でのモデル事業となる支援制度を検討 し、令

和 5年度の制度創設につなげました。

市民参画の取組では、市民主体のまちづくりを推進するため、NPO・ ボランティアセン
ターを拠点として市民活動に関する相談対応やボランティアのコーディネー トを行つたほ

か、同センターのホームページを更新し、市民等がボランティアに関する情報を取得しやす

い環境を整えました。

また、若者団体等による自発的なまちづくりの取組を促進するため、イベント開催等の実

践的な手法を習得するための研修会を開催しました。

さらに、公民館において、地域のニーズを踏まえた多様な学習の機会や発表の場を提供す

るとともに、地域課題に対応した講座を開催したほか、各地域の青少年育成会議における学

校と地域の連携・協働活動を促進するため、その調整役となる地域コーディネーターを対象

とした研修会や事例発表会等を行いました。

このほか、広報広聴の取組において、新たに市公式 LINEに セグメン ト配信の機能を追
加するなど、市民一人一人のニーズに合った情報発信に努めるとともに、当市の特徴や魅力

を紹介する市勢要覧を改訂したほか、市民の意見等を市政運営につなげるため、「移動市長室」

や 「市民と市長との対話集会」を開催しました。

起業 。創業、イノベーションの取組では、地域の雇用を創出し、産業の新陳代謝を高める

ため、上越市創業支援ネットワークを中心とした総合的な支援として、倉J業支援利子補給補

助金に加え、創業スター トアップ支援補助金を創設し、若者等の多様で柔軟な働き方の希望

の実現を後押しするなど、創業しやすい環境づくりを進めたことにより、101件の創業につな

げました。

また、中心市街地や 13区の商業地の空き店舗等に出店する事業者に対し、改装費を補助す

るとともに、専門家による個別相談会を開催するなど、関係機関と連携し、出店後の営業継

続を支援しました。

さらに、若者や子育て世代の多様な働く場の創出に向け、 IT企業等のサテライ トオフィ
スの誘致を促進するため、 IT業界に精通する民間事業者への委託や、当市出身者等に対す
るPRに取 り組み、3社の進出につなげたほか、進出の受け皿となるサテライ トオフィスやコ

ワーキング施設の整備を支援しました。

あわせて、上越妙高駅周辺の商業地区における更なる企業進出を促進するため、建築資金

借入利子前払事業補助金等の各種補助制度について、事業開始期限を令和 8年度末まで延長
しました。

このほか、中小企業者等によるデジタル技術の活用を促進するため、市内製造事業者のD
X化に向けた取組状況を調査・分析するとともに、導入に向けたセミナーを開催 しました。

二つ目の視点である「地域の魅力の最大化」では、奥深い歴史、自然が共存する当市独自

の魅力を磨き上げ、多様な暮らし・働き方ができるまちを目指した取組を進めました。
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観光の取組では、歴史文化をいかした通年観光の仕組みを整えるため、春 日山、直江津、

高田の 3つのエリアを中心に、市民や関係する団体等と意見交換を進めました。

また、観光振興に意欲的に取り組む人が実践的な知識や技術を習得できるよう、観光地域

づくり実践未来塾を開講し、観光コンテンツづくりを支援しました。

さらに、広域観光の推進に向け、世界文化遺産の登録の期待が高まる佐渡市の情報を、当

市の観光情報と合わせて効果的に発信するなど、当市の知名度向上と誘客促進を図つたほか、

新潟県や妙高市、糸魚川市と連携し、自然環境をいかしたスポーツイベントを開催しました。

このほか、キューピットバレイスキー場等において、ハンディキャップのある人も野外活

動の機会を楽しむことができるよう、専用の器具を新たに整備するなど、受入体制を整える

とともに、教育関係者等を対象とした体験会や、小学校のスキー授業で障害のある人を姑象

としたスキープログラムを初めて実施しました。

農林水産業の取組では、安定した農業所得の確保に向け、消費者や実需者のニーズを捉え

た中で、需要に応じた米生産を関係機関・団体と連携 して推進したほか、園芸導入による複

合経営への転換を促進するとともに、販売額 1億円以上の園芸産地を目指し、新潟県や JA
等と連携して、えだまめを中心とした高収益作物の生産を推進しました。

また、農業経営基盤の強化に向け、国や県の補助事業を活用し、農地の大区画化や農業用

水利施設の長寿命化に取り組むとともに、スマー ト農業の推進などによる農業生産活動の効

率化のほか、農地中間管理事業等を活用した担い手への農地集積と集約化を進めたことによ

り、農地集積率は前年度から 1。 9%増加し、73.4%と なりました。

さらに、農林水産物の販売力を強化するため、有機 JASの認証取得に係る経費を新たに
支援 し、有利販売による農家所得の向上を図つたほか、農業者等を対象に、マーケティング

や自主販売等の手法を先進的農家や専門家から学ぶ講座等を開催するとともに、農業者等が

行 う広告宣伝活動や物産展等への出店などの意欲的な取組を支援しました。

あわせて、農業の後継者を確保するため、おためし農業体験に要する交通費や宿泊費、新

規就農者に対する農業機オブ戎の導入等を支援するとともに、上越市担い手育成総合支援協議会

に経営継承コーディネーターを新たに配置し、就農相談から就農後の営農指導までをきめ細

かく一貫して支援するサポー ト体制を強化しました。

このほか、畜産の振興に向け、伝染病予防注射や畜産物の出荷輸送等を支援し、経営の安

定と生産基盤の強化を図るとともに、本年 1月 に発生した高病原性鳥インフルエンザの対策

を県と連携して 24時間体制で実施したほか、水産業の振興に向け、漁業協同組合による種苗

放流への支援や漁港の機能保全に係る修繕を実施し、水産業の魅力と漁港施設の利便性の向

上を図りました。

地域振興の取組では、当市の魅力ある産品や資源をいかした地域づくりの推進に向け、米、

酒等の農林水産物や加工品、工業製品などをふるさと納税の返礼品として積極的に活用した

ことにより、多様な上越産品の需要創出や販路拡大、市全体の魅力発信につながりました。

また、市民を始めとする来訪者の憩いと交流の場となる高田城址公園において、桜長寿命

化計画に基づき、樹木の適正な保全と管理に取り組みました。

文化の取組では、小川未明生誕 140周年を記念し、その業績や人となり、作品を広く紹介

するとともに、未明への関心を高め、顕彰活動に関わる人々の裾野を広げるため、市民団体

等と連携しながらフォーラムやシンポジウム等の記念事業を実施しました。

また、令和 4年度までの 3年間で認定した上越市 「地域の宝」の 118件について、次世代
への継承や魅力ある地域づくりの一助となるよう、保存・活用する取組を支援 したほか、地

域と協働 して春日山城跡の保全に取り組むとともに、春日山城及び高田城の御城印の頒布を

通じて、城跡への来城と市内周遊の促進を図りました。
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UIJタ ーンの取組では、当市への関心を高め、移住 。定住につなげていくため、関係機
関等と連携した様々な相談対応とあわせて、SNSを 活用した地域の魅力発信や暮らしを体
験できる移住体験ツアーなどを実施しました。

また、東京圏から移住し、就業する若者等に支給する支援金について、子育て世帯に対す

る加算を増額するとともに、市内の中小企業等に就職するUIJタ ーン者や市内に定住する
若者を応援するため、家賃の一部を補助するなど、各種の補助制度を拡充したことにより、

市の移住制度の利用者は前年度より増加し、188世帯 861人 となりました。

さらに、若者の定住を促進するため、公共交通機関を利用して市外の大学等に通学する学

生に奨学金を貸与し、卒業後の返還を支援しました。

このほか、子どもたちのふるさと上越への誇りや愛着を育むため、高校生が地域の魅力発

信に取り組むPR映像コンテス トを開催するとともに、謙信KIDSプ ロジェクト事業を実
施 し、小学生に様々な体験活動を提供しました。

四つ目の視点である「復元力 。再起力の強化」では、経済社会や環境の変化に対して、柔

軟かつしなやかに対応していくまちを目指した取組を進めました。

防災の取組では、地域防災力の向上に向け、防災士の養成を始め、市防災士会と連携して、

9つの地域自治区において、地域の防災リーダーを対象にハザー ドマップを活用した研修会
を開催するとともに、地震発生後の津波や土砂災害等の複合災害を想定した総合防災訓練を

実施するなど、市民が災害を知る。学ぶ 。災害に備える取組を進めたほか、地域の消防
。防災

活動を担 う消防団員の報酬の増額等による処遇改善や団員の確保、消防団の体制の見直しに

取り組みました。

また、現行の防災行政無線システムが機器の更新時期を迎える中、次期システムの設計に

着手し、防災情報を収集するシステムの整備や機器の更新に係る基本設計を完了しました。

さらに、原子力防災射策について、国や新潟県、関係市町村等と広域避難の課題解決に向

けた検討を進め、「原子力災害に備えた屋内退避・避難計画」の改定や「安定ヨウ素剤緊急配

布マニュアル」の策定を行 うとともに、避難行動等をまとめた動画を作成し、普及啓発の取

組を強化したほか、県の原子力防災訓練に参加 し、市独自の取組として住民のバス避難や簡

易除染訓練等を実施しました。

都市整備の取組では、災害に強く、安全 。安心なまちづくりを推進するため、木造住宅の

耐震診断の無料化を継続したほか、空き家の適正管理と利活用の促進に向け、空き家の所有

者等に対し、除却や利活用に係る各種制度について周知を図るとともに、空き家化の予防に

向けたセミナーを開催したほか、空き家情報バンクのホームページを新たに開設したことな

どにより、バンクの成約件数は累計で 76件 となりました。

また、災害時の移動や産業の活性化に資する道路ネットワークの確立に向け、都市計画道

路黒井藤野新田線の整備を進めたほか、冬期間の道路交通を確保するため、消雪パイプやボ

イラー施設、除雪車等の更新を行うとともに、除雪作業の省力化や効率化に向け、 ICTを
活用した除雪支援システムの実証実験の対象地域を拡大し、あわせて、除雪車を一人で操縦

するワンオペ除雪の試行に取り組みました。

さらに、災害の発生予防と拡大防止を図るため、市道 9路線の法面修繕工事等を実施する

とともに、市が管理する普通河川等について、機能保全と適正な維持管理に加え、護岸整備

や浚渫工事等を実施し、河)||の流下能力の保全を図つたほか、地すべり災害の未然防止に向

け、地すべり巡視員を配置し、地すべりの兆候等の早期発見に努めました。

このほか、者【市公園を快適で安全に利用できるよう、高田城址公園の内堀護岸の更新を始

め、各公園の老朽化した遊具や施設の更新、園路整備を進めました。
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商工業の取組では、地域中核企業の稼ぐ力を強化し、利益率や雇用者数の増加を図るとと

もに、企業群の付加価値額や域内受発注の増加につなげるため、新製品
。新技術の開発や生

産性の向上などの取組を支援したほか、市内企業の持続的な成長 。発展と地域経済の活性化

を促進するため、業務拡大や生産性向上に向けた設備投資を支援しました。

また、中小企業・小規模企業の経営改善や売上拡大、事業承継に関する個別相談会を開催

し、企業の経営安定に向けた取組を支援しました。

さらに、地域商業の活性化に向け、商工団体等が創意工夫を凝らし、売上増加につながる

取組や、商店街のアーケー ド等の共有施設の改修を支援しました。

このほか、市内ものづくり産業の販路拡大に向け、首都圏等で開催される見本市等へ出展

する事業者を支援したほか、企業の受注機会の拡大や企業間の連携強化を図るため、
「上越も

のづくり企業データベース」を刷新し、検索機能の向上や各企業の紹介ページの拡充を行い

ました。

五つ目の視点である「循乗共生社会の構築」では、各地域が補完し支え合い、将来に渡り

活力が維持されるまちを目指した取組を進めました。

環境の取組では、環境負荷の少ない社会の形成に向け、令和 5年度を始期とする新たな環

境基本計画及び地球温暖化対策実行計画を策定し、温室効果ガス削減目標や 2050年までの

カーボンニュー トラル実現に向けた取組を明らかにするとともに、地球温暖化や海洋ごみ等

の環境問題についての啓発活動のほか、長野市と当市の児童の交流を兼ねた環境学習会を行

い、市民の環境意識の向上を図りました。

また、循環型社会の形成に向け、資源物の収集運搬を始め、収集した資源物の中間処理や

再資源化を推進したほか、ごみの発生抑制と適正な分別を図るため、様々な普及啓発の取組

を実施するとともに、ごみ出しや分別が困難な家庭には、町内会と連携して、ごみヘルパー

による支援を行いました。

さらに、環境保全活動の推進に向け、市民や企業、団体など延べ約 5万 9千人の参加を得

て全市クリーン活動を実施しました。

このほか、上越地区における産業廃棄物最終処分場の整備に向け、県や新潟県環境保全事

業団が行う地元説明会等の開催を支援したほか、旧第 2ク リーンセンター跡地に整備する資

源ごみ等貯留施設の新築工事に着手しました。

中山間地域振興の取組では、農業を将来に渡つて維持できるよう、幅広い世代の農業関係

者が参画するワークショップを 8つの地域自治区で開催し、それぞれの地域における将来の

農地利用や地域農業の方向性を「将来ビジョン」として定めたほか、スマー ト農業の導入を

図るため、モデル地区を選定し、情報通信環境の整備に向けた地域での話合いを実施しまし

た。

また、鳥獣被害姑策について、 ICTや ドローン技術等を活用した「スマー ト捕獲」の実
証に着手し、捕獲活動における労力負担の軽減と効果の向上を確認したほか、猟友会が行 う

イノシシの捕獲活動に対する支援を拡充し、猟友会への入会のインセンティブを高めること

で、若年層を中心とした捕獲の担い手の確保 。育成を進めました。

さらに、住宅地周辺でのクマやイノシシの出没が後を絶たないことから、大型獣による被

害の防止に向けた学習会を開催するとともに、その出没を抑制するため、河)|1敷の藪刈 り払

いなど、3箇所において緩衝帯の整備を進めました。

あわせて、林業振興に向け、民有林における森林整備や作業道の整備等を継続的に支援 し、

本材生産や水源涵養など、森林の持つ多面的機能の維持・向上を図つたほか、森林経営管理

制度を活用し、吉川区内での間伐や新たな森林の経営管理権の取得を進めるとともに、 IC
T技術を活用した林業経営の効率化と森林管理の適正化に取り組みました。
このほか、市民による里山の魅力の再発見と森林への親 しみ 。関心を高めるため、森林空
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間を活用したシンポジウムや薪割り等の体験型イベントを実施しました。

地域交通の取組では、市民の日常生活の移動手段を維持・確保するため、第 2次総合公共

交通計画に基づき、地域の実情に合わせて運行経路、形態等の見直しを行つたほか、バス事

業者 と連携し、運行状況をリアルタイムで確認できるバスロケーションシステムの対象路線

を拡充し、利便性の向上を図りました。

また、中山間地域において、高齢者の通院や買物、高校生の通学などに利用しやすい移動

手段を確保するため、安塚区及び牧区で予約型コミュニティバスの実証運行を実施したほか、

路線バスがない地域や廃止となる地域において、地域住民が主体となつて行 う互助による輸

送の取組を支援するなど、多様な移動サービスを用いた持続可能な地域公共交通ネットワー

クの構築を進めました。

さらに、北陸新幹線の早期全線開通や上越妙高駅への速達性の高い列車等の停車の実現に

向け、引き続き、新潟県や沿線自治体、関係団体とともに要望活動を展開したほか、並行在

来線の利用促進を図るため、県や鉄道事業者等と連携し、市民のマイレール意識の醸成など

に取 り組むとともに、えちごトキめき鉄道株式会社及び北越急行株式会社の経営安定化に向

けた支援を行いました。

このほか、高齢運転者を対象に、自家用車への安全運転支援機能付きのドライブレコーダー

や急発進等抑制装置の設置を支援し、交通安全意識の向上と交通事故の防止を図りました。

デジタル化の取組では、市民生活の利便性の向上を図るため、子育て
。介護分野における

26の行政手続のオンライン環境の整備を進めるとともに、公開型地理情報システムを導入 し、

インターネット上で都市整備関連の各種デジタル地図を公表しました。

また、行政内部のデジタル化の推進に向けて、公文書を電子的に一元管理するため、糸魚

川市及び妙高市との共同利用による文書管理システムの導入の準備を進めたほか、職員間や

部署間の情報共有の迅速化などを図るため、自治体用ビジネスチャットを導入しました。

さらに、マイナンバーカー ドの普及に向け、商業施設等での申請受付やサポー ト体制を強

化するとともに、休日等におけるカー ド交付やマイナポイントの申込手続の支援などに取 り

組みました。

次に、感染予防対策の徹底と経済活性化の両立、アフターコロナヘの備えの取組及びエネ

ルギー、食料価格等の物価高騰の影響による市民生活と地域経済への支援の取組について、

その概要を説明します。

【新型コロナウイルス感染症、物価高騰への対応】

感染予防対策の取組では、新型コロナウイルスフクチンについて、12歳以上への追力日接種、

5歳以上 H歳以下を対象とした小児への接種を始め、新たに生後 6か月以上 4歳以下を対象
とした乳幼児への接種を実施しました。接種に当たつては、日時と会場を指定する集団接種

のほか、市内医療機関での個別接種など市民ニーズに対応した確実な接種の機会を提供し、

接種の推進を図りました。

また、引き続き感染症の拡大防止に向け、介護保険施設への新規入所者等を姑象とした P

CR検査や、相談窓日の開設を継続して市民の不安解消に取り組むとともに、市内の公共交
通機関を活用した啓発広告の掲示により市民への周知を行いました。

このほか、国において感染拡大を防止しながら、日常生活や経済社会活動を継続できるよ

う行動制限の緩和が進められ、市内においても上越まつりを始めとした祭 りやイベントが再

開される中、イベント等の開催に当たり、来場者への注意喚起及び混雑を回避する動線の確

保等の対策を講じました。
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